
（ ）
年 月 日

（様式２）

事案概要

少子高齢化に伴い人材確保が困難になる中、多様化する働き方や行政需要による人的資源の不足が見込まれるため、業務を集
約し委託する総務事務センターを設置するもの

審議事項

○総務事務センターの設置について
⇒給与の計算、人事管理事務等のうち、定型的な庁内業務を集約して行う総務事務センターを民間
委託して設置する。

庁議で決定
したいこと及び

想定（希望）
している結論

審議結果
（政策課記入）

○原案のとおり承認する。
　ただし、庁議の意見を踏まえ、資料を一部修正すること。

事 案 調 書 決 定 会 議
審議日 令和6 7 5

案 件 名 総務事務センターの設置について

内線所　　　管 総務
局
区

部
人事・給与
職員厚生

情報公開・文書管理
課 担当者

事業効果
年度目標

事業スケジュール　/　事業経費・財源　/　必要人工

〇事業スケジュール

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

事業効果
総合計画との関連

事業効果
総務事務センターの委託により削減できる人員及び時間を質の高い市民サービス対応、複雑
高度な行政課題の対応業務及び企画立案業務へ転換する。

効果測定指標
（定量面）総務事務センターに係る業務時間の削減
（定性面）行政サービスの質を維持向上

施策番号

R7

○事務改善による業務時間
の削減（5,813時間）
○会計年度任用職員の削
減（3,725時間）

R8

○事務改善による業務時間の削減（17,437時間）
○事務担当職員の削減（一般職員1.8人工、再任用職員4人工）
○総務事務センターの時間外勤務時間の削減（5,600時間）
○会計年度任用職員の削減（15,610時間）

R9

○事務担当職員の削減
（一般職員5人工）

実施
内容

【

★

○「調整会議」、「決定会議」、「戦略会議」の別及び「審議日」をプルダウンから選択してください。

○

○

○

○事業効果

○効果測定指標（定量面、定性面）

○施策番号

○事業効果年度目標

○事業スケジュール／事業経費・財源／必要人工

○事業経費・財源

庁内調整

予算要求

契約準備

R7.1～

6

運営業務

R8.1～R10.12

次回更新時に委託対象業務を見直すため、R10以降の事業経費は変更となる予定

委
託
の
更
新

委
託
業
務
拡
充
に
係
る

庁
議

委
託
効
果
検
証

開設

準備

R7.7

～12



〇事業経費・財源 （千円）

項目 補助率/充当率 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

事業費（総務費） 0 123,170 194,900 194,900 194,900 194,900 194,900

うち任意分 0 123,170 194,900 194,900 194,900 194,900 194,900

0 0 0 0 0

国、県支出金 0 0 0 0 0 0

0

一般財源 0 123,170 194,900 194,900 194,900

その他 0 0 0 0

194,900 194,900

特
財

0 0

0

地方債 0 0

うち任意分 0 123,170 194,900 194,900 194,900 194,900 194,900

捻出する財源※２ 19,600 130,500 174,200 174,200 174,200 174,200

20,700 20,700 20,700一般財源拠出見込額 0 103,570 64,400 20,700

元利償還金（交付税措置分を除く）

捻出する財源概要
総務事務センター設置による人件費等削減効果額
（一般職員6.8人工・再任用職員4人工、業務時間23,250時間、時間外勤務時間5,600時間　等）

〇必要人工（事業実施に当たり、新たな人員配置を求める場合のみ記入） （人工）

項目 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

実施に係る人工 A

局内で捻出する人工※ B

必要な人工 C=A-B 0 0 0 0 0 0 0

局内で捻出する人工概要

SDGs
関連ゴールに○

〇

事前調整、検討経過等

調整部局名等 調整内容・結果

関係課長打ち合わせ会議
（R6.6.20） ※1

定型的な庁内業務を集約して行う総務事務センターを民間委託して設置することにつ
いて審議を行った。現状、目的及び効果を整理し、調整会議に諮ることで承認。

調整会議（R6.7.3) 上部会議に付議する。

報道への情報提供 なし

パブリックコメント なし 時期 議会への情報提供 未定

日程等
調整事項

条例等の調整 議会提案時期

備　　考

※1【出席課】：政策課、経営監理課、DX推進課、総務法制課、財政課、管財課

税源涵養
（事業の税収効果）

○事業経費・財源

○必要人工

○日程等調整事項

○事前調整、検討経過等

次回更新時に委託対象業務を見直すため、R10以降の事業経費は変更となる予定



庁議におけるこれまでの議論

【効果について】
○（財政課長）資料４ページに記載している目的について、センターの導入により、職員を転用するこ
とで、行政サービスが維持出来ると記載しているが、維持だけではなく、高度な行政課題に対応する
ことも可能となり、行政サービスの向上にもつながるため、その旨を資料に記載した方が良い。
○（財政課長）第２フェーズでは、どれくらいの削減効果が見込まれるのか。
→（人事・給与課長）第２フェーズの追加委託業務として、会計年度任用職員の給与関連業務と教職
員業務があり、試算では約１億２，８００万円の削減効果を見込んでいる。委託業務が増えるので、委
託費の増加も見込まれるが、総体では現状よりも費用負担の削減になると想定している。
○（経営監理課長）第１フェーズの初期費用と運営費用では、削減効果が見込めない中で、民間活力
の導入を推進する本市としては、費用負担が増える形での業務委託となる。第２フェーズ以降で、ど
のようにして費用を圧縮できるようにするかが重要である。定性評価の記載もあるが、可能な限り、
資料に記載した方が良いと考える。市民や議会にもセンターの必要性を訴求していくことが重要であ
る。

【委託業者の選定について】
○（経営監理課長）委託業者の選定について、第１フェーズはプロポーザルの予定とのことだが、第２
フェーズ以降はどのような検討をするか。
→（人事・給与課長）第２フェーズ以降の業者選定については、実施後の状況を踏まえて、検討してい
きたい。第２フェーズ前に再度庁議に諮る予定である。

【マニュアルについて】
○（経営監理課長）現状の業務をマニュアル化することは、開設準備として必要だと考える。第１
フェーズで培ったものを、第２フェーズ以降に反映させるべきであるが、委託業者に任せてよいの
か。
→（人事・給与課長）第１フェーズで作成するマニュアルは市と事業者が連携して作成するものであ
る。そこで作成したマニュアルは第２フェーズ以降で事業者が変更となった場合でも、継続して利用
できるように市が管理するものと考えている。
○（政策課長）業務委託する際に課題となるのが、業務継承の点である。そこに関してはマニュアルを
活用して解決するという理解で良いか。
→（人事給与課長）マニュアル作りの部分についても職員が関与し、また、制度改正がある場合にも受
託業者をフォローすることで、解決できると考えている。

<<原案のとおり上部会議に付議する。
　　ただし、庁議の意見を踏まえ、資料を一部修正すること。＞＞

調整会議の

主な議論

（7/3）

○調整会議については空欄で結構です。

○決定会議については調整会議での議論を記載してください。

○戦略会議については調整会議及び決定会議での議論を記載してください。

○継続審議となった場合も記載してください。

○なお、該当会議の議事録と同時に作成し、政策課案を送付いたしますので、



総務事務センターの設置について
～給与の計算、人事管理事務等の庶務業務等の集約～

令和6年7月5日
決定会議説明資料

人事・給与課、職員厚生課、情報公開・文書管理課
1



指定都市の中で総務事務センターを設置している市は11市。
※新潟市、さいたま市、横浜市、川崎市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、北九州市、福岡市、熊本市

任命権者ごと（人事・給与課・教育総務室・消防総務課）に各種手当の認定等の同一事務を行っており、複数
の職員が同じ知識を持たなければならない。

近年、多様な制度改正対応等により、総務事務センターに係る業務に従事する職員は、時間外勤務時間が増加
している。
【制度改正】
会計年度任用職員制度の導入(R2)・短期組合員の共済組合加入(R4)・定年引上げ(R5)・定額減税(R6)
会計年度任用職員の勤勉手当導入(R6)・児童手当の支給拡大(R6)・給与制度の大幅なアップデート(R6・未定)
【時間外勤務時間】※総務事務センター業務の担当職員１月あたりの時間外勤務（総務局）
○人事・給与課：32.4H(R3)・35.9H(R4)・44.6H(R5) ○職員厚生課：24.2H(R3)・50.1H(R4)・36.9H(R5)

多様化し増大する住民ニーズに対し、厳しい財政状況においても、引き続き質の高い公共サービスを提供する
ため、給与の計算、人事管理事務等の庶務業務等の定型的な業務は、1ヶ所に集約する等の効率的な体制で行
い、また、その業務は民間委託を検討することと示されている。

○「地方行政サービス改革の推進に関する留意事項」の策定（平成27年8月、総務省）

○制度改正対応に伴う時間外勤務時間の増加

○指定都市における総務事務センターの設置状況（令和6年5月現在）

2

１.背景

○任命権者ごとに行っている同一業務
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２.現状
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○日本の人口の推移

男性育休取得率（政府目標）
2030年（令和12年） 公務員 85％（2週間以上）

○普通退職者数と男性育休取得率
（相模原市）【日本の人口の推移（厚労省）】

少子高齢化に伴い人材確保が困難になる中、
多様化する働き方や行政需要による人的資源の不足が見込まれる



・総務事務センターの民間委託により、膨大な業務量、全庁的な問合せ対応等が原因となって
いた長時間の時間外勤務が解消する。

・問合せ窓口の一本化、庶務業務の依頼による事務改善において、全庁的にも職員の働き方改革
の推進を目指す。

・市民サービスに直結しない定型的な庁内業務の集約化に伴い、職員からの問合せ窓口が一本化する。
・全庁的に実施している庶務業務（出張命令票や郵便差出票の作成等）を総務事務センターへ依頼で
きる体制を整えることで、全庁的な事務改善を図る。

4

３.目的

給与の計算、人事管理事務等のうち、定型的な庁内業務を
集約して行う総務事務センターを民間委託して設置する

○庁内業務の集約化に伴う事務改善

○職員の働き方改革の推進

定型的な庁内業務に従事している職員を複雑高度な行政課題の
対応業務へ転換し、持続可能な行政サービスが維持向上できる



第１フェーズ
（R8.1～R10.12）

業
務
範
囲

5

４.将来のビジョン（イメージ）

給与関連（常勤）
人事関連
福利関連

出張命令票作成
文書集配センター

印刷室
給与関連（会計年度）

教職員業務
消耗品管理

等々

第２フェーズ
（R11.1～R13.12）

システム操作問合せ（統合
文書・財務システム）

会計審査

等々

第３フェーズ
（R14.1～R16.12）

定型的な庁内業務を全庁から集約し、段階的に範囲を拡大していく

※他市の事例等から想定



各所属職員

相模原市役所本庁舎内 ※常駐スタッフ15名程度の広さ（60～90㎡）を想定
※文書集配センターは、緑区2名、中央区4名、南区3名を想定

総務事務センター
事務所管所属

（人事・給与課等）

庶務事務
申請・決裁

各種申請
（紙）

出張命令票
作成

問合せ

庶務事務
システム
運用

人事給与
システム
運用

サポートデスク
（問合せ対応）

認定・審査
業務

（各種申請）

連携

入
力

最終チェック

決裁処理

データ
提供

依
頼

回
答

6

５.業務フロー

郵便物の発送郵便物



開設準備

実施時期 令和7年7月～令和7年12月（6ヶ月）

委託内容
ア 業務プロセス調査 （担当者へのヒアリング、業務フロー作成）
イ マニュアル作成 （事務マニュアルの作成）
ウ サポートデスク準備（マニュアル作成、ＦＡＱ整備）

実施時期 令和8年1月～令和10年12月（3年間）

委託内容

ア 運営業務 （進捗管理、改善案の検討等）
イ サービス （対象業務【次ページ参照】の実施）
ウ サポートデスク（職員からの問合せ対応）
エ 体制 （適切な人員配置）
オ その他 （文書管理等）

運営業務

7

６－１.委託内容（その１）



対象業務

給与関連
（常勤職員）

※一部、会計年度任用職員あり

例月給与計算、各種手当事務、期末勤勉手当計算、改定差額計算、勤怠管理、
住民税、退職手当支給、年末調整、昇給管理、初任給計算、照会回答

人事関連
各種届出対応（履歴事項・就労証明書・離職票等）、
服務管理（育児休業・傷病休職・部分休業・復職時調整、勤務時間変更等）

福利関連 共済管理、社保管理、雇用保険管理、手当金（育児休業・傷病・介護休業）、福利厚生

文書集配センター 郵便物受領・差出、宅配物の受領、庁内メール便の仕分け・発送

その他 旅費（出張命令票作成含む）、在宅勤務管理、問合せ対応

委託費

予定額
開設準備： 73,400千円
運営業務：584,700千円（3年）※194,900千円（1年）

8

６－２.委託内容（その２）

※別途、一括調達ＰＣ（19台分）：1,045千円

※会計年度任用職員は、任用所属が複数にまたがるなど、制度が本市特有の仕組みとなっている。委託内容の整理に時間を要するた
め、会計年度任用職員の業務は次期更新時から委託の対象とする。
※教職員については、各校の学校事務職員が業務を担っており、R6年度に新たに設置した共同学校事務室を中心とした事務に移行し
たところであること、加えて、庶務事務システム未導入であり、業務の効率化を図るにはシステム導入に向けた検討が必要であるた
め、次期更新時までの課題事項とする。



効果の対象
期待される効果

※【 】は定量的な効果

市役所

各所属 ○申請・作成業務等の負担軽減 【時間外勤務時間の削減】

事務所管所属 ○認定・審査業務等大幅な負担軽減 【職員数・時間外勤務時間の削減】

全 体

○職員の働き方改革の促進、人材定着率の向上（普通退職者数の減少）
○削減した人員及び時間を質の高い市民サービス対応や、
複雑高度な行政課題の対応業務及び企画立案業務へ転換(限られた
人材資源の有効活用）

○人口減少時代を見据えた、持続可能な行政サービス提供体制の構築

市 民

○質の高い市民サービス対応や、複雑高度な行政課題の対応による
満足度の向上

○人口減少時代にあっても一定水準以上の行政サービスの提供を
受けることが可能

７－１.委託による効果（主体別）
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総務事務センターの委託により削減できる人員及び時間を質の高い市民サービス対応、複雑高度な行政課
題の対応業務及び企画立案業務へ転換する。

①総務事務センターに係る職員（一般職員6.8人工・再任用職員4人工）の人件費：7,550万円
○一般職員：6.8人工減×約 770万円＝約 5,240万円
退職金（年割額）：6.8人工×約 2,100万円÷20年＝約 710万円
人事・給与課：7人工→4人工（3人工減）、職員厚生課：5.6人工→3.6人工（2人工減）
教育総務室 ：2人工→1.2人工（0.8人工減）、消防総務課：3人工→2人工（1人工減）

○再任用職員：4人工減×約 400万円＝約 1,600万円
情報公開・文書管理課：2人工→0人工（2人工減）
緑区役所区政策課：1人工→0人工（1人工減）、南区役所区政策課：1人工→0人工（1人工減）

②事務改善（出張命令票・郵便差出票作成依頼）により23,250時間の業務時間を削減。削減額：6,020万円
○出張命令票作成依頼：19,354件（R5実績）×30分（作業時間）＝ 9,677時間
○郵便差出票作成依頼：54,300件（R5実績）×15分（作業時間）＝13,575時間
9,677時間＋13,575時間＝約 23,250時間 23,250時間×2,589円（平均時間単価）＝約 6,020万円

○行政サービスの質を維持向上：市民サービス対応等業務への転換

10

７－２.委託による効果（定量的①）

総務事務センター設置による人件費等削減効果額： 1億7,420万円/年



③総務事務センターに係る業務の時間外勤務0時間を実現する。削減額：1,450万円

○人事・給与課：月平均40時間×12ヶ月×7名＝3,360Ｈ ○教育総務室：月平均20時間×12ヶ月×2名＝480Ｈ
○職員厚生課 ：月平均22時間×12ヶ月×4名＝1,056Ｈ ○消防総務課：月平均25時間×12ヶ月×2名＝600Ｈ
○情報公開・文書管理課：月平均8時間×12ヶ月×1名＝96Ｈ

合計：約 5,600時間（令和5年度実績）
5,600時間×2,589円（平均時間外単価）＝約 1,450万円

④総務事務センターに係る業務に伴う会計年度任用職員を削減。削減額：2,400万円

○人事・給与課：1,635時間 ○職員厚生課：2,800時間 ○情報公開・文書管理課:6,700時間
○緑区役所区政策課：3,000時間 ○南区役所区政策課：5,200時間

合計：19,335時間 19,335時間×1,240円（事務補助単価）＝約 2,400万円

○時間外勤務時間の削減

11

７－３.委託による効果（定量的②）

○会計年度任用職員の削減
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令和６年７月５日 

１ 総務事務センターの設置について 

【人事・給与課、職員厚生課、情報公開・文書管理課】 

 

（１）主な意見等 

〇（財政局長）日頃より職員が行う定型業務量が多いという印象は持っており、総務事務センター

（以下、センターという。）を設置することは基本的には賛成である。第２フェーズで委託業務を拡

大しないと削減効果が表れないということだが、そこは査定の中で説明して頂ければと思う。 

〇（財政局長）給与業務について、決裁まで全てを委託することは難しいのか。 

→（総務法制課長）給与支払いの最終的な部分は、チェック機能を働かせるため職員が関与する

べきだと考えている。 

→（人事給与課長）半年間かけて準備する中で、職員と委託業者との間でマニュアル作りを行うが 

給与の部分などはリスクも高いため、事務処理ミス防止の観点から職員がチェック機能を働か 

せることは必要だと考えている。 

〇（財政局長）教職員と会計年度任用職員の給与業務の委託が第２フェーズになるが、教職員の給

与業務は複雑ではない印象がある為、第 1 フェーズに組み込むことは出来ないのか。また、会計

年度任用職員も、給与業務が複雑だからこそ、第 1 フェーズに組み込むべきではないか。 

→（人事・給与課長）会計年度任用職員の給与業務を委託することは費用対効果が大きいと理解

しているが、事業者へのヒアリングでは、他市の委託事例を参考にすると、委託の範囲は小さく

始めてから段階的に大きくしていく方が良いとアドバイスをいただいている。また、本市で検討

している第 1 フェーズの委託範囲は他市と比べると既に大きいため、教職員や会計年度任用職

員の給与業務まで加えてしまうと、参入業者が減ってしまう可能性が高いこともアドバイスいた

だいている。委託業者が参入しやすくする為に、初めは委託範囲を少なくし、第２、第３フェーズ

で順序立てて、拡大していきたいと考える。 

〇（財政局長）削減効果として、センターの設置により削減された人工を全庁の高度な業務に振り分

けることは理解できるが、それが質の高い市民サービスの提供に直結するとは言い切れないと

考える。 

→（人事・給与課長）削減効果としての表現は調整したい。 

〇（総合政策・地方創生担当部長）人工の削減について、令和８年１月から委託開始となっているが、 

令和８年度の人工削減の予定を説明して欲しい。 

→（人事・給与課長）資料の 10ページに記載している内容の説明させていただく。令和 8年度は 

教育総務室0.8人工、消防総務課 1人工の計 1.8人工を削減する予定である。 

→（総合政策・地方創生担当部長）令和 8年 1 月から委託を開始して、年度の途中でも人工を減

らせると考えられるが、実際には令和9年度から本格的に人工が削減されるのか。 

→（人事・給与課長）委託後 1年間は、作成したマニュアルの改正や、チェック機能を働かせる必 

要性があると考えている。人事・給与課や職員厚生課の人工は令和9年度から計 5人工を削 

減することを予定している。 

  〇（総合政策・地方創生担当部長）削減効果額の算出方法について、国保年金課の窓口業務を業

務委託した際に、このような考え方をしなかったと思うが、今回の算出方法を説明して欲しい。 

→（人事・給与課長）センターに係る人工の単価はセンターに係る業務に従事している職員の給

与費データを基に、算出した金額となっている。 

→（総合政策・地方創生担当部長）統一されたルールはないとは思うが、国保年金課の窓口を業 

務委託した際の考え方で、整理した方が良いと考える。 

    →（人事・給与課長）過去の例を参考にした削減効果額を改めて算出させていただきたい。 

  〇（総合政策・地方創生担当部長）時間外業務の削減効果について、時間外勤務時間の全てを今 

回委託する範囲の業務で使っているような書き方に見えるが、実際は違うのではないか。 

→（人事・給与課長）ここでの時間外勤務時間削減効果は、業務委託により削減できる時間を通

常業務に充てることで、各課の時間外勤務ゼロ時間を実現可能であるとの認識で記載をしてい
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る。ご指摘のとおり、全ての時間を定例的な業務を行っているとは限らないため、委託業務にか

かる時間で再度算出させていただきたい。 

   〇（総務局長）現在局内で行っている業務を委託することが基本だとは思うが、委託業務を開始す 

る前に、委託する業務をスリム化することや効率化することも検討した上で、業務委託するよう 

にして欲しい。 

   〇（市長公室長）センターの設置議論については可として、削減効果額の算出等については、資料

を修正していただきたい。 

 

 

（２）結 果 

○原案のとおり承認する。 

  ただし、庁議の意見を踏まえ、資料を一部修正すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


